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本稿では、『庇護権の研究』解題（続）（早稲田法学第86巻第３号）に記した委員
会の指摘について、私の意見を少々述べていきたいと思う。
① ?ドイツ連邦共和国基本法第16条２項後段の庇護権と国際法」早稲田大学大
学院法研論集第５号（1969年）（1970年２月20日発行）
１）「この論文において筆者が全体をとおして何を言おうとしているか明白で
ない。」について。論文の趣旨と内容がはっきり伝わらないのは、執筆者の責
任ではあるが、論文の冒頭に「本稿では、本来国際法上の概念である庇護権
が、ドイツ国内法上ボン基本法第16条２項後段を通して、いかに解釈、解決さ
れ、実施されているのかについて、学説、裁判所の見解、その他を参考にしな
がら検討を加え、その解明をはかり、国際法上の庇護権の理解の一助とした
い」（52頁２-４行）と書いてある以上、それに留意して読むのは、読み手とし
ては当然のことである。81頁５行目の「いくつか」が何をさすのか明白でない
との指摘があるが、読めば分かる程度のことであり、特に付け加えることもな
い。たとえば、54頁４行に、「国家にたいする個人の『庇護請求権』より以上
のものは含まれていないと結論づけるのが相当であると思われる。」と記して
いる。また、77頁８-11行目に「特別の事情の下に、迫害国への追放以外には
他のいかなる措置も国家の安全を十分に保障しえないときには、国家の安全を
理由とする迫害国への政治的被迫害者の追放も…制限的にではあれ、決して許
されないものではないと結論づけざるをえないように思う。」と記してあるこ
とも結論の１つである。ほかにも、あると思うが省略する。
なお、81頁５行目に、本稿で得た結論は「国際法上の庇護権が問題となる場
合の指針となりうるもの」の文章は、上記52頁引用の問題提起を受けての結論
となっていることも、読めば分かるとおりである。
２）「庇護権の濫用」（81頁13行）とは、庇護権を国家の権利としてみた場合の
権利を通常よりも広げて行使することである。たとえば、80-81頁にも記した
とおり、「一般国際法上法律的規制を全くうけていない庇護権は、このように
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往々にして、法律上の問題としてではなく政治的な問題として取扱われ、その
国益のために利用されることが多い。」のである。つまり、政治的な配慮や国
益の考慮などによるところの恣意的な庇護権の行使のおそれを言うのであっ
て、それを「監視する」とは、国連を中心とする国際社会や国際世論がこれを
思い止どまらせたり、予防することを言うのである。他国の政変を企てた政府
が、それに失敗した関係者を庇護する場合にも起こることが考えられよう。
３）この指摘は、全くそのとおりであって、「77頁前半の記述は、一読して理
解し難い」と言われても、脱帽せざるをえない。執筆者の訳し間違いである。
拙著『庇護権の研究』418-419頁注20において御指摘のとおりに修正した。感
謝してもしすぎることはない。
４）54頁等の「庇護請求権」については、いろいろ意見のあるところである。
権利義務関係については、政治犯不引渡義務が国際法上存在するがその権利者
は、他国なのかあるいは定められていないのか、判然としない。また、庇護請
求権については、難民問題に詳しく多くの論文を書かれている川島慶雄教授も
論文（「庇護権の性質と内容」阪大法学第97・98号、1976年、84-85頁注６）で、私
の前掲①の論文を引用しつつ、「基本法上の庇護権は政治的被迫害者が国家に
対して庇護を与えるよう要求する権利であり、国家はその要求を受け入れる義
務を負う。また、庇護権の請求者が政治的被迫害者としての要件を満たすかど
うかは全く別の問題であるが、これが基本法上の権利である以上、いわゆる一
方的認定権が国家にあることは当然である。したがって、庇護権が請求者の資
格認定権を含むと解するのでない限り、庇護権そのものの性質決定に際してこ
れに言及することは不要である。」と述べておられることで、明らかである。
私とほとんど同じ意見であることで、勇気づけられた記憶がある。
なお、私は、『庇護権の研究』において、改めて自分の立場を述べたつもり
である。特に挙げるならば、121頁で、1962年の国連総会第３委員会における
イギリス代表の発言「…個人は庇護を請求する権利」を有するにすぎないので
ある。委員会の指摘する「庇護を享受できる権利」は、世界人権宣言第14条第
１項に近い考え方と思われるが、当時の西ドイツ基本法は、それを上回ってい
るというのが、執筆者の考えである。「ドイツ連邦基本法第16条２項後段の庇
護権と国際法」81頁の「ドイツ連邦基本法第16条２項後段の庇護条項は、まさ
にこの点について先鞭をつけるものであり、国際法上の庇護権に数歩先行する
規定であるといってよかろう。」との指摘に注意されたい。
５）これは、以下の③の論文でも同様のことを述べている。同論文の７頁13行
目以降に、「いったん実定法上政治犯罪の概念について規定してしまうと、以
後必要以上にそれに拘束されることになり、ひいては、実際の法の運用にも支
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障をきたすようになるのを恐れているからであろう。」と。つまり、政治犯罪
といい、政治的迫害といい、多種多様であるから、一律には決められないとい
うことである。概念を決めることはできても、それを定義することのマイナス
のことを言っているのである。特に人権関係の問題（最近では、環境問題もそう
思われる。）には、こういった配慮が必要と思われる。「保護の機能の破壊」と
は、例外を多く作ることによる、保護の範囲が次第に狭められることをいう。
② ?庇護権についての史的考察」（研究ノート）、国際法政研究第10号（1970年５
月１日発行）
１）２）について、まず、院生の書いた「研究ノート」ごときにこのような過
分の指摘を記すこと自体、普通でないとの故入江教授の述懐を記しておく。こ
のテーマは、「庇護制度史論」（早稲田法学会誌第24巻、1974年）を経て、『庇護
権の研究』の巻頭を飾っていることを付記したい。その意味では、貴重な御指
摘であったと言える。
③ ?政治犯罪概念の国際法的考察」早稲田法学会誌第21巻（1970）、（1971年２月
20日発行）
１）委員会の指摘は、「ドイツ連邦基本法第16条２項後段の庇護権と国際法」
（54-55頁）と結論の部分（55頁）との関連で、「政治犯不引渡と庇護とは同一概
念ではない、庇護は、…政治犯不引渡とはその趣きを著しく異にしている」の
記述は、唐突とするが、読者は、必ずしも前述の論文を読んだ上で本論文を読
むとは限らないので、唐突云々は、指摘の単なる受け取り方にすぎない。そも
そも論文というものは、題名に⑴⑵⑶などと順番を打ってない以上、１本で独
立していると考えるのが普通である。もちろん、内容的に先行論文と異なるこ
とを言う場合には、それなりの説明が要ることは自明である。本論文の場合、
何故、前記のような記述から始めたかは、４頁注１に記してある。それを無視
して、以前の論文との整合性のみを言うのは、論文を読む態度としても、不適
切と思う。まして、前掲注の中で、東京地裁の判決文として、「不引渡の原則
は決して庇護権を与えることと同じではない。」と述べている以上、論文の冒
頭にこの趣旨の文章があっても、問題ではない。
なお、注２の引用についてだが、当時は、上記②の論文について、これで十
分と思う。いずれ本格的な論文を書くつもりでいたし、故入江教授より御紹介
いただいたフィッリプソン（Coleman Phillipson）の書物を読み始めていた頃
でもあるので、そのように書いたのである。
２）「法律行為」「単独行為」が、法律用語と一致しないとの指摘だが、指摘は
その前に、「国際法上の」語があることを見逃している。国際法が国内法と同
じ用語を使用していると考えたら、大間違いである。「法」ひとつとっても、
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国際法は法であるかが問題になるほどである。権利も義務も主体も、ほかにも
いろいろあるが、ほとんど違うと言っても差し支えなかろう。ただ、国際法
は、国内法のアナロジーも多用されるので、指摘のような誤解が生まれるので
はなかろうか。国内法の学者も、もっと国際法を勉強してほしい。
なお、前記②の「研究ノート」についての２）の指摘も同様で、法社会的論
証の「方法」とか、その存否を問題にしているが、重要なのは、ボナルト子爵
の言であることにもっと注意すべきである。執筆者が法社会学の認識を有して
いたかは、論文の内容とは関係がない。論外である。
３）①の「ドイツ連邦基本法第16条２項後段の庇護権と国際法」（59-62頁）と
の整合性の問題として、18頁９行目等の「不自由さ」や「住み心地が悪い」な
どで外国へ逃亡した人たちを含ませることへの疑問と思う。ちょうど論文執筆
当時の1970-71年は、長年続いたインドシナ戦争の終わりにあたり、サイゴン
陥落などで大勢のインドシナ難民、いわゆるボートピープルが発生した頃であ
る。断じて、24頁注11の香西、太寿堂、高林、山手『国際法概説』（有斐閣）
159頁を「安易に鵜呑み」にした結果ではない。特に経済が資本主義から社会
主義に変わったベトナムでは社会が混乱し、「不自由さ」や「住み心地が悪」
く、我が国を含めた外国へ逃れた人々が多く見られた。当時、我が国は、1951
年難民条約に未加入であったが、同条約に入らなくても条約の定める保護はキ
チンと与えていると政府は、大見得をきっていたので、諸外国が受け入れてい
るインドシナ難民を我が国が受け入れないといったことのないようにとの希望
や期待が、執筆者の胸中にあったことは否定しがたい。指摘が、そういったこ
とに思いを馳せていないこと自体、私にとっては予想外のことである。政治的
信条についても、手軽に考えすぎとし、政治犯などの研究としては、「問題意
識の不明確さ」を指摘するが、この指摘そのものが、我が国の政府の外国人に
対する態度としての「外国人を煮ても焼いても自由」（宮崎繁樹「外国人」宮
崎・山崎・中山『現代の国家権力と法』筑摩書房、1978年、244頁参照）を想起させ
るものではないだろうか。あえて言わせていただく。
なお、５頁注11について、上記引用文献の159頁と内容が違うとの指摘であ
る。引用文献をそのまま引くと「鵜呑み」と言い、少し異なると「正しくな
い」と言う。指摘が、引用について、その一貫性のなさを露呈していると言え
よう。
４）18頁と24頁の指摘の違いについてだが、積極と消極は並列しうるもので、
矛盾とは言えない。指摘のような考えでは、そもそも「原則と例外」を矛盾と
とらえるのかという疑問が生じてしまう。行きすぎたら多少は止めるのが常識
的な線である。こうした問題についての法律家としての常識的な理解が望まし
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いと思う。この点も含めて、指摘には一方的な考え方の押しつけがあるように
思えてならない。自分の意見と違うからと言って問題があると指摘するのは、
研究者として不見識きわまりないとは、故入江教授の述懐である。
５）34頁10行目にいう「今日的意味」については、12行目の「人命に対する政
治犯罪を犯した者…は引渡されることもないが、庇護も与えられない。」の文
章がヒントになる。理論的には、殺人者たる亡命者は庇護されないが、殺人者
たる政治犯は、引渡されないのである。これが、本論文で言わんとしている今
日的意味である。「この論文でどのようなことを言おうとしているのか、明ら
かでない。」との指摘には、まず国際法の論文をキチント読んでほしいと言う
しかない。見当外れの指摘で、不勉強の一言しか思い浮ばない。
６）35頁の４行目と13行目の文言の関連についてだが、４行目は、理論と実践
との違いを述べているのにたいし、13行目は、実践についてだけ述べているの
である。つまり、４行目で、「実際には混同される」と述べて、13行目で「実
践において…区別…は、それほど大きな意味をもっていない」と読むのが普通
である。何の問題もない。
７）指摘は、「日本の問題に対する意識や論文執筆の態度」を問題とするが、
国会で提案や法案提出があったことと、論文がどういう態度をとるかというこ
とは無関係である。たとえば、日本は難民条約に本論文執筆後10年後の1981年
にようやく加入したが、その後も難民の受け入れは、諸外国に比べて圧倒的に
少ない。また法案は、本論文執筆後30年ほども経つのに、何の成果もないばか
りか、現在は何の音沙汰もない。私の論文が上述のような態度を示したとし
て、指摘は、執筆者に何を求めていたのか。国際法学者は、研究者であって、
活動家や実務家とは違うというのが故入江啓四郎教授の教えであって、これは
ジャーナリストとして長きにわたり第一線で活躍した思師の遺言と心得てい
る。
④ ?外交的庇護と国家責任」国際法政研究第12号（1971年５月１日発行）
１）「領事館は在外国家機関ではない」（３頁12行目）と断定することは、正し
くないについては、そのとおりであると思う。私がそう書いた真意は、３頁７
行目で大使館、公使館において与えられる庇護に差がないことを述べた。その
あと、12行目に領事館について述べている。ラテン･アメリカにおいてさえ、
領事館では外交的庇護が認められないので、「在外国家機関でない」と余計な
ことを書いてしまった。大使館に比べて領事館が、特権の面で制約的であると
書くべきであった。断定することは正しくない。
２）国際司法裁判所の判決を引用した９頁13行目の文章と「政治犯不引渡の原
則が外交的庇護の場合にも援用される「結」として、政治犯の外交的庇護が慣
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習国際法（実定法）上も確立されている。」（12頁12行目）とは矛盾か説明不足
があるのではという指摘については、次のように考えるべきだと思う。1950年
の判決（７頁以下）では、庇護は違法とされたが、その終了方法については指
示がなかった。1951年の判決ではその点が問題とされ、引渡義務の存否が問わ
れ、判決は引渡義務はないとした（10頁下から６行目）。その後、1954年に国外
に去った。つまり、政治犯アヤ・デ・ラ・トーレの引渡が行なわれなかったこ
とは、事実の問題として大使館の中で、政治犯不引渡の行為が行なわれたと解
することができるのではないか、との考えである。この点は、前述の③の論文
の５）で述べたことが参考になる。
３）13頁17行目の文章は、「自信のなさを示す記述」とあるが、外交的庇護権
は、「例外的に認めるべき」「現に黙認されているかもしれない」の記述の背景
には、1967年春に米兵が在日キューバ大使館に亡命した事件などが念頭にある
のであって、そういったことを想像できない読み手は想像力の欠如と言うほか
ない。執筆者の自信のなさではない。慎重さを示しただけである。また、「こ
の論文で筆者が一体何を言おうとしたのか、疑わしめる」とあるが、外交的庇
護の論文は、ほかにあまり例のないもので、執筆者はかなり思い切ったことを
述べている。たとえば、悲劇的な結末に終わった1956年のナジ元ハンガリー首
相亡命事件などを念頭に置いて、「政治犯を公館より立退かせ」「国外へ脱出さ
せる手続をとるべきではなかろうか。」（７頁６、17行目）「特殊な、厳しい条件
のついた外交的庇護権」（13頁）などの指摘は、公館に留まる場合の身の危険
を考えて、安導券の発給などの手続を考えての記述と思われる。
なお、前述の指摘「十分である」（13頁17行目）についても、政変などで敗れ
た人たちは、「人権に対する適切な配慮が払われないおそれ」つまり非人道的
取扱いを受けることが多いことを想起すれば、外交的庇護権の例外的承認の理
由として「十分である」（13頁最終行）と述べたのである。きわめて明快な論理
である。
４）いくつかの文章間の矛盾についてだが、特に最後の３頁４行目を「実際広
く行われており」の文言は、注９が記されていることからも分かるとおり、執
筆者の見解でなく、ロニングの考えである。C.N.Ronning,”Diplomatic Asy-
lum”, 1965は、きわめて貴重な外交的庇護の研究書であって、その後現在に至
るも英語の著作としては、最も信頼の置ける文献の１つであることは疑いな
い。
５）第三国への逃亡について、「適当でなく」と指摘するが、では一体何が適
当なのか。政治犯の引渡か。問いたいところである。「派遣国の直接責任」の
くだりは、故入江教授の著書に負うところが多い。「表現の方法が十分でない」
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というのは、読み手の理解力不足という面があるのではないだろうか。
６）20頁の「注32の引用の仕方に問題がある」についてだが、問題点が不明で
ある。注32は、ICJ関係であるが、注27、30、36は、International Law Report
である。両者は全く別物で、国際法研究者なら混同することはありえない。仮
に混同があるとすれば、委員の論文読解能力の不足と言うほかない。これは、
全く初歩的なミスで、この指摘など、委員会の鼎の軽重を問われかねないもの
である。
⑤ ?航空機強奪行為と国際法」早稲田法学会誌第22巻（1971）、（1972年２月20日
発行）
１）峻別すべき人たちの中、「他国に滞在中に行なった政治活動を理由として、
帰国後に政治的処罰を受けるおそれがある者」が理解されていないようだが、
拙著『庇護権の研究』で言えば、386-390頁の３で論じた人たちのことをさす
のである。峻別しにくいために、当時の西ドイツで外国人労働者が難民となる
ケースが急増し、西ドイツにおいて高度成長期にはその数すでに200万人に達
した原因と言われていることは、この問題を扱っている者には常識であった。
２）30頁と31頁の表現の間に矛盾あるいは表現方法の不適切があるとの指摘だ
が、一見してそのように見えるが、実際にはそうでもないとの趣旨で、その中
間に、「もっとも」の語があることを指摘は見逃している。
３）２）と同じで、幅広い適用の余地は、そのあとに続く文章に、処罰目的と
制定の背景にふれる記述がある以上、「十分な説明がなく」の指摘は、的外れ
である。指摘は、ある場合に結論がないと言い、結論が書いてあると、独断的
と言う。想像力の不足ではなかろうか。
４）35頁の「本質的に全く異なる」の文章が問題となっているが、「本質的」
とは、物事の本質にかかわるとの意味であって、例外の有無とは無関係であ
る、とだけ述べておく。理論と実践の違いと言い換えてもよい。
５）61頁の文章について、根拠が十分に示されていないと指摘するが、特定性
の原則を理解していない。「本人の同意がない限り」の文章も特定性の原則に
かかわるもので、国際法学者の間では常識である。1830年のガロッチ事件に気
がつかなかったのであろう。向学のため付言すれば、拙著『庇護権の研究』67
-68頁参照。
６）「記述は正しくない」との指摘は、国際法の法源としての慣習法と条約と
を混同するという初歩的な誤りを犯していると断ぜざるをえない。執筆者は、
国際法の研究者の常識として、両者を区別しているだけの話である。
⑥ ?亡命者の追放と国際法」早稲田法学会誌第23巻（1972）、（1973年２月発行）
１）「論外」とは、普通では考えられないとか、国際法の問題として論ずるま
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でもない、と言いたいほどの意味である。「慎重さを欠く」などの問題ではな
い。裁量権の内容や権利濫用が問題にならないとは言っていない。
２）指摘によれば、２種の追放方式があると思われるが、たとえば「３日以内
に国外に退去せよ」との命令が、どちらに当たるのか、また区別する必要性も
全く理解できない。
３）203頁の文章と204頁の注６とは、一般と例外の関係に当たるにすぎない。
表示すべきは、意見の違いであり、「断定」とは言いすぎである。ちなみに、
本文では、「現在のところ」と断ってある。1933年の条約は、1951年の難民条
約に代わられているので（第37条）、指摘は不適切と言える。
４）指摘は、ふれるべきではなかったか、という意見であるが、執筆者は亡命
者概念の方を重要と考えている。学問の自由の問題ではないだろうか。「ふれ
るべき」の「べき」の意味がよく分からない。
５）現在は、国家に決定権があるという意味である。そういう無理解の人たち
のために、『庇護権の研究』で特に論じたので、同書90頁以下の庇護権の主体
に関する部分を参照してほしい。そのことを言いたかったわけである。
６）望ましい表現は、その通りだと思う。しかし、「亡命者でないのに庇護を
受ける者」とは、「法律論と事実論の混同」ではない。⑤の論文の１）で述べ
たところを参考にすべきである。同じ内容だから。
７）指摘は、国内法と国際法とを混同している。「表現は好ましくない」どこ
ろか国際法では「実定法、学説、判例」が国内法ほど整序されていない。ここ
で言いたいのは、「前述のとおり」が語っている。「実定法、学説、判例」は例
示にすぎず、「具体的に学説上の論点」など国際法では、あまり考えられない。
序でに言えば、国際法には、通説と反対説などの区別も全く見られない。あえ
て言えば、国内の学者と外国の学者の違いがあるくらいであろうか。もっと国
際法と国内法との違いを理解した上で、慎重に指摘をなすべきであろう。
８）「亡命者の継続的滞在が滞在国の法益を著しく損う場合」とは、テロリス
トの可能性がある亡命者ということになろうか。公共の治安という追放事由の
適用であるから、場合だけでなく、そういった人たちでもよいわけである。あ
るいは、亡命者がテロを行なうおそれが強い場合と言い換えてもよいかもしれ
ない。「滞在国の法益」とは、さらに広く解することも可能で、これは滞在国
の当局が判断できるわけであるから、執筆者はあえて例示しなかった。
以上の委員会の指摘をまとめてみると、指摘の言わんとしていることの分か
りにくさである。
とは言うものの、後日になるが、私が『庇護権の研究』を上梓するにあた
り、指摘の述べたことは大変参考になった。心から感謝する次第である。最後
早法87巻１号（2011）64
に、故入江教授の言を少し思い出してみたい。一言で言えば、理解しようとし
ない人たちと議論することの難しさであったと言う。自分の信じることが正し
いとし、決して疑わないことの恐ろしさであり、無謬病の得体の知れなさ、学
者としての誠実さの欠如との闘いだったようである。ただ一言、「疲れた」と
言う先生の声が今も耳に残っている。
なお、委員は、入江教授の記憶では、入江啓四郎（早稲田大学法学部客員教
授）、宮崎繁樹（明治大学教授）のほか、大畑篤四郎、土井輝生、浦田賢治、佐
藤昭夫（いずれも、当時早稲田大学法学部教授）であったとのこと。お世話にな
り、ありがとうございました。特に金澤理教授、須々木主一教授（当時、早稲
田大学法学部）には、心からの謝意を表する次第である。
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